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道内景気は、持ち直しの動きが一服している。

需要面をみると、個人消費は、飲食料品を中心に大型小売店販売額が前年実績を上回るな

ど、消費税増税前の駆け込み需要の反動減の影響が薄れている。住宅投資は、駆け込み需要

の反動減から、持家を中心に前年を下回っている。設備投資は、緩やかに持ち直している。

公共投資は、前年を下回っている。観光は、国内客が横ばいながらも海外客が増加してい

る。輸出は、北米向けなどが増加している。

生産活動は停滞している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いてい

る。企業倒産は件数、負債金額とも減少している。
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（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～３か月連続で増加

９月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋１．２％）は、３か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲２．３％）は、衣料品、身

の回り品、その他の品目が前年を下回った。

スーパー（同＋２．２％）は、衣料品、身の回

り品、その他の品目が前年を下回ったが、飲

食料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．３％）

は、１２か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～６か月連続で減少

９月の乗用車新車登録台数は、１６，８３３台

（前年比▲６．４％）と６か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋１０．３％）

は増加したが、小型車（同▲２０．２％）、軽乗

用車（同▲５．８％）が減少した。

４～９月累計では、９０，４２７台（前年比

▲５．９％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲１．２％）、小型車（同▲１０．１％）、

軽乗用車（同▲５．０％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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（資料：国土交通省）

③札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

９月の札幌ドームへの来場者数は４５６千人

（前年比＋６８．３％）と２か月連続で前年を上

回った。内訳はプロ野球が２８３千人（同

＋３１．１％）、プロサッカーが６１千人（同全増）、

その他が１１２千人（同＋１０２．５％）だった。

試合数はプロ野球が９試合（前年差±０試

合）、プロサッカーが３試合（同＋３試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が３１，４６２

人（前年比＋３１．１％）、プロサッカーが２０，４０７

人（同全増）だった。

④住宅投資～９か月連続で減少

９月の新設住宅着工戸数は、３，０５６戸（前

年比▲２１．６％）と９か月連続で前年を下回っ

た。利用関係別では、持家（同▲２８．８％）、

分譲（同▲４１．９％）、貸家（同▲９．４％）いず

れも減少した。

４～９月累計では、１７，７４６戸（前年比

▲１２．５％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲２３．０％）、貸家

（同▲３．７％）、分譲（同▲１３．７％）いずれも

減少している。

⑤民間設備投資～３か月ぶりに増加

９月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１６０，３００㎡（前年比＋１０．２％）と３か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、非製造業

（同▲１２．８％）は前年を下回ったが、製造業

（同＋３９２．８％）は前年を上回った。

４～９月累計では、１，１２３，４１９㎡（前年比

▲２．７％）と前年を下回って推移している。

業種別では、製造業（同＋３６．８％）は前年を

上回っているが、非製造業（同▲６．３％）は

前年を下回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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（資料：�北海道観光振興機構）
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（資料：法務省入国管理局）

⑥公共投資～４か月連続で減少

１０月の公共工事請負金額は、５２６億円（前

年比▲２１．０％）と４か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋１５．２％）は前

年を上回ったが、市町村（前年比▲３６．９％）、

北海道（同▲２５．０％）が前年を下回った。

４～１０月累計では、請負金額７，４０６億円

（前年比▲３．６％）と前年を下回って推移して

いる。

⑦来道客数～４か月連続で前年を下回る

９月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２１６千人（前年比▲０．１％）と４か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．１％）は前年を上回ったが、JR

（同▲０．４％）、フェリー（同▲３．４％）が前年

を下回った。

４～９月累計では、６，６２２千人と前年を

０．８％下回っている。

⑧外国人入国者数～２０か月連続で増加

９月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、５９，６０８人（前年比＋２３．８％）と２０か月連

続で増加した。４～９月累計では、４０６，９５９

人（前年比＋２６．２％）と前年を上回って推移

している。

９月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ７．７％増加した。路線別では、ソウ

ル線、上海線などが増加した。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑨貿易動向～輸出は２か月ぶりに増加

９月の道内貿易額は、輸出が前年比８．４％

増の４３１億円、輸入が同２１．４％減の１，１４０億円

となった。

輸出は、船舶や自動車の部分品、有機化合

物などが増加し、２か月ぶりに前年を上回っ

た。輸入は、製油所の再編から原油及び粗油

が大幅に減少するなどし、６か月連続で前年

を下回った。

⑩鉱工業生産～２か月ぶりに上昇

９月の鉱工業生産指数は９８．４（前月比

＋２．１％）と２か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では▲２．４％と６か月連続で低下し

た。

業種別では、前月に比べ、一般機械工業な

ど７業種が低下したが、電気機械工業、食料

品工業、窯業・土石製品工業など９業種が上

昇した。

⑪雇用情勢～改善が続く

９月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８８倍（前年比＋０．１１ポイント）と５６か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比６．３％の増加とな

り、５６か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋９．０％）、卸売

業・小売業（同＋１３．２％）、製造業（同

＋１１．０％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑫名目賃金指数～８か月連続で上昇

８月の名目賃金指数は、現金給与総額が

９０．３（前年比＋５．５％）となり、８か月連続

で前年を上回った。現金給与総額のうちき

まって支給する給与は１０２．２（同＋４．８％）と

なり、８か月連続で前年を上回った。

⑬倒産動向～件数、負債総額とも減少

１０月の企業倒産は、件数が２２件（前年比

▲１５．４％）、負債総額が２０億円（同▲７７．１％）

となった。件数は２か月連続で減少、負債総

額は３か月ぶりに前年を下回った。

業種別では、サービス・他が７件、建設

業、卸売業がそれぞれ５件などとなった。

⑭消費者物価指数～１７か月連続で上昇

９月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０５．０（前年比＋３．１％）と、１７か

月連続で前年を上回った。

費目別では、食料（前年比＋４．４％）、教

養・娯楽（同＋４．８％）、光熱・水道（同

＋４．７％）など、１０大費目のすべての費目で

前年を上回った。

道内経済の動き
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１．雇用の現状

雇用人員判断DI（「過剰企業」－「不

足企業」、マイナス５０）は前年同期に比

べ１０ポイント低下した。人員が「不足」

と回答した企業（５５％）は半数を超え

た。前年同期に比べ８ポイント上昇して

おり、人手不足感が一層強まった。

２．今後の雇用方針と来年度の新規採用計画

今後の雇用方針については、「増員す

る」企業（４４％）から「減員する」企業

（２％）を差し引いたDIはプラス４２、来

年度に「新規採用を実施する」企業は

４３％となった。ともに比較可能な平成１２

年度以降で最も高い水準にあり、今後も

人員確保の動きが続く見通しである。

３．賃金の動向

前年に比べ、定期給与（基本給・諸手

当等）を引き上げた企業（６６％）は１２ポ

イント、特別給与（賞与・期末手当等）

を引き上げた企業（３１％）は２ポイント

それぞれ上昇した。人手不足の強まりを

背景に、賃金引き上げの動きが広がって

いる。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
雇用と賃金の現状について

回答期間
平成２６年８月中旬～９月中旬

本文中の略称
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「増員する企業の割合」－「減員する企業の割
合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４７５ １００．０％
札幌市 １８８ ３９．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ １８．９
道 南 ５０ １０．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７１ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７６ １６．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７００ ４７５ ６７．９％
製 造 業 ２０７ １２８ ６１．８
食 料 品 ７５ ４９ ６５．３
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２３ ６７．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５８ ３６ ６２．１
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２０ ５０．０
非 製 造 業 ４９３ ３４７ ７０．４
建 設 業 １２７ １０１ ７９．５
卸 売 業 １０６ ７５ ７０．８
小 売 業 ９２ ６０ ６５．２
運 輸 業 ５０ ３９ ７８．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２１ ６０．０
その他の非製造業 ８３ ５１ ６１．４

特別調査

５５％の企業が人手不足
雇用と賃金の現状について

調 査 要 項

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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（項 目） 要 点

�業種別の過不足感 建設業（△７６）、ホテル・旅館業（△６７）など、全業種で雇用人員判断
DIは大幅マイナス

�職種別の過不足感 技能職（△５５）の不足が深刻。一般事務（△７）は８割超の企業が適正
とした

�情報機器の習熟者 ホテル・旅館業（△３８）を始め、不足感は引き続き強い

�地域別の過不足感 札幌市（△４８）、道央（△５５）、道東（△５７）で人員不足感強まる

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ５ ４ ２ ８ ２ ５ ６ ３ ９ １０ ５ － ４

（か な り 過 剰） （０）（１）（－）（４）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（や や 過 剰） （５）（３）（２）（４）（２）（５）（６）（３）（９）（１０）（５）（－）（４）

� 適 正 で あ る ４０ ４５ ３３ ６６ ４０ ６０ ３８ １８ ６１ ４２ ３７ ３３ ４２

� 不 足 ５５ ５１ ６５ ２６ ５８ ３５ ５６ ７９ ３０ ４８ ５８ ６７ ５４

（や や 不 足） （４８）（４４）（５２）（２６）（５０）（３５）（４９）（６８）（３０）（４６）（５０）（５３）（４４）

（か な り 不 足） （７）（７）（１３）（－）（８）（－）（７）（１１）（－）（２）（８）（１４）（１０）

雇用人員判断DI�－� △５０ △４７ △６３ △１８ △５６ △３０ △５０ △７６ △２１ △３８ △５３ △６７ △５０

前年同時期 雇用人員判断DI △４０ △２２ △２８ △４５ △２９ １１ △４７ △６９ △２６ △２６ △５２ △４７ △５０

１．雇用の現状

〈表１〉業種別の過不足感

雇用人員判断DIの推移

特別調査

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 札幌市 道 央 道 南 道 北 道 東
� 過 剰 ５ ６ １０ ５ ３

（かなり過剰） （－） （－） （２） （－） （－）
（や や 過 剰） （５） （６） （８） （５） （３）
� 適正である ４２ ３３ ４３ ４１ ３７

� 不 足 ５３ ６１ ４７ ５４ ６０

（や や 不 足） （４５） （５４） （３９） （４８） （５６）
（かなり不足） （８） （７） （８） （６） （４）
雇用人員判断DI�－� △４８ △５５ △３７ △４９ △５７

前年同時期 雇用人員判断DI △３７ △４０ △３８ △５２ △３８

（単位：％）

（項 目） 一般事務 営業販売職 技 能 職 そ の 他
� 過 剰 ６ ３ ２ ２

（かなり過剰） （０） （－） （－） （０）
（や や 過 剰） （６） （３） （２） （２）
� 適正である ８１ ６３ ４１ ７３

� 不 足 １３ ３４ ５７ ２５

（や や 不 足） （１３） （３０） （４６） （２０）
（かなり不足） （０） （４） （１１） （５）
雇用人員判断DI�－� △７ △３１ △５５ △２３

前年同時期 雇用人員判断DI △８ △２８ △４７ △１３

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 過 剰 ０ － － － － － １ １ １ － － － －

（か な り 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（０）（１）（－）（－）（－）（－）（－）
（や や 過 剰） （０）（－）（－）（－）（－）（－）（１）（－）（１）（－）（－）（－）（－）
� 適 正 で あ る ７５ ７２ ６９ ６８ ７５ ８０ ７４ ７７ ６７ ７６ ８９ ６２ ７４

� 不 足 ２５ ２８ ３１ ３２ ２５ ２０ ２５ ２２ ３２ ２４ １１ ３８ ２６

（や や 不 足） （２３）（２６）（２７）（３２）（２２）（２０）（２３）（２０）（２９）（２０）（１１）（３８）（２４）
（か な り 不 足） （２）（２）（４）（－）（３）（－）（２）（２）（３）（４）（－）（－）（２）
雇用人員判断DI�－� △２５ △２８ △３１ △３２ △２５ △２０ △２４ △２１ △３１ △２４ △１１ △３８ △２６

前年同時期 雇用人員判断DI △２６ △２２ △２３ △３５ △２１ △１４ △２７ △２１ △２９ △３３ △１３ △５６ △２９

〈表２〉職種別の過不足感

〈表３〉情報機器の習熟者

〈表４〉地域別の過不足感

特別調査

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�将来の人手不足への備え ６７
（６７）

６２
（６９）

５９
（６７）

６３
（６０）

６３
（８３）

６７
（６０）

６９
（６６）

７１
（７７）

５４
（６１）

７７
（５９）

７２
（６９）

１００
（７５）

６０
（５０）

�既存事業の拡大・強化 ３８
（４２）

３６
（３６）

３５
（４４）

５０
（４０）

４２
（１７）

１１
（５０）

３９
（４３）

３４
（２９）

５７
（６１）

４１
（３６）

４４
（４４）

－
（３８）

３５
（６２）

�売上増加傾向 ２８
（３０）

３０
（２２）

２９
（４４）

３８
（－）

３７
（２５）

１１
（１０）

２７
（３２）

４０
（４２）

２９
（９）

１８
（３２）

６
（２５）

１３
（２５）

２０
（３９）

�新規事業参入 ７
（７）

６
（３）

６
（－）

１３
（－）

５
（８）

－
（－）

８
（８）

５
（６）

１４
（１３）

１８
（１４）

－
（６）

－
（－）

５
（４）

�その他 ９
（７）

９
（３）

１２
（－）

－
（－）

１１
（－）

１１
（１０）

９
（８）

７
（－）

７
（９）

－
（５）

１１
（６）

２５
（１３）

２０
（２３）

（ ）内は前年調査

（項 目） 要 点

�今後の雇用方針 製造業（＋４０）は１６ポイント増加し、人員増加の動きが強まる

�増員の理由と雇用形態 理由は「将来の人手不足への備え」（６７％）、形態は「正社員」（８９％）が
多数

�来年度の新規採用計画 「採用する」企業（４３％）は４ポイント上昇。建設業（５６％）など３業
種で５割台

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�人員を増加する ４４
（４１）

４１
（３０）

３５
（２３）

３５
（２５）

５３
（３５）

４５
（３６）

４５
（４５）

６１
（５２）

３７
（３７）

３７
（４０）

４７
（４９）

３８
（４２）

３９
（４７）

�現状維持する ５４
（５６）

５８
（６４）

６３
（７２）

６１
（７５）

４７
（６５）

５５
（４６）

５３
（５３）

３８
（４７）

６１
（６０）

５８
（５７）

５１
（４８）

６２
（５８）

５９
（５１）

	人員を削減する ２
（３）

１
（６）

２
（５）

４
（－）

－
（－）

－
（１８）

２
（２）

１
（１）

２
（３）

５
（３）

２
（３）

－
（－）

２
（２）

雇用方針DI�－� ４２ ４０ ３３ ３１ ５３ ４５ ４３ ６０ ３５ ３２ ４５ ３８ ３７

前年同時期 雇用方針DI ３８ ２４ １８ ２５ ３５ １８ ４３ ５１ ３４ ３７ ４６ ４２ ４５

（ ）内は前年調査

２．今後の雇用方針

〈表５〉今後の雇用方針

〈表６－１〉人員増員の理由（該当企業２１１社、複数回答）

特別調査

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�正社員 ８９
（９０）

８０
（８３）

５３
（７８）

８８
（１００）

１００
（６７）

７５
（１００）

９２
（９１）

９８
（１００）

１００
（９５）

８１
（７７）

８９
（８１）

７５
（１００）

８４
（８９）

�パート・アルバイト ３３
（３１）

４３
（３３）

７３
（６７）

１３
（２０）

２８
（２５）

５０
（２０）

３０
（３０）

１２
（９）

２２
（３０）

７１
（５０）

４４
（３８）

５０
（２９）

３２
（４４）

�派遣社員 ７
（８）

１０
（１７）

－
（－）

１３
（－）

１７
（４２）

１３
（１０）

７
（６）

５
（７）

１１
（１０）

５
（－）

１１
（－）

１３
（－）

－
（１１）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

� 採 用 す る ４３ ３９ ３２ ４３ ５０ ３０ ４５ ５６ ４２ ４７ ２１ ５２ ４０

（前年より多く採用）（１５）（１４）（１４）（１７）（１４）（１０）（１６）（２４）（１３）（１０）（８）（２４）（１２）

（前年とほぼ同数）（２２）（１９）（１２）（１３）（３６）（１５）（２３）（２７）（２２）（２５）（１３）（１９）（２４）

（前年より少なく採用）（６）（６）（６）（１３）（－）（５）（６）（５）（７）（１２）（－）（９）（４）

� 採 用 し な い ３１ ３４ ３３ ３０ ３３ ４５ ２９ １６ ３９ ３４ ３７ ２４ ３２

� 未 定 ２６ ２７ ３５ ２７ １７ ２５ ２６ ２８ １９ １９ ４２ ２４ ２８

前年同時期「採用する」 ３９ ３４ ３３ ２０ ４２ ３６ ４０ ４６ ３７ ３５ ２１ ５３ ４７

〈表６－２〉増員分の雇用形態（複数回答）

〈表７〉来年度の新規採用計画

来年度の新規採用実施企業

特別調査

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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（項 目） 要 点

�定期給与の動向 「引き上げ・引き上げ予定」（６６％）は９業種で増加した。賃金上昇の動
きが広がる

�特別給与の動向 「引き上げ・引き上げ予定」（３１％）の割合は２ポイント上昇。「未定」
（３４％）の企業も多い

�賃金見直し時の重視項目 「企業業績」を重視する企業が多数（８６％）。「雇用の維持・確保」
（４９％）は８ポイント上昇

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ６６
（５４）

６６
（５７）

５３
（５５）

７４
（６５）

８０
（６２）

６５
（４６）

６５
（５３）

７０
（５５）

６８
（６４）

６５
（５４）

５１
（３６）

４３
（２１）

７２
（５７）

�引き下げ・引き下げ予定 １
（１）

１
（１）

２
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（４）

１
（２）

２
（１）

１
（－）

２
（４）

－
（６）

－
（－）

－
（－）

�見直しは行わない １９
（２６）

１８
（２７）

２９
（３０）

４
（２５）

９
（２１）

２５
（３２）

１９
（２６）

１３
（２５）

１６
（２８）

２３
（２３）

２６
（３６）

３８
（３２）

２０
（２１）

�今のところ未定 １４
（１９）

１５
（１５）

１６
（１５）

２２
（１０）

１１
（１７）

１０
（１８）

１５
（１９）

１５
（１９）

１５
（８）

１０
（１９）

２３
（２２）

１９
（４７）

８
（２２）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�引き上げ・引き上げ予定 ３１
（２９）

３３
（３４）

３９
（２８）

１７
（４５）

４０
（４１）

２５
（２５）

３０
（２７）

３３
（２８）

３５
（２６）

２７
（２９）

１８
（２１）

１４
（５）

３７
（３６）

�引き下げ・引き下げ予定 ６
（６）

３
（６）

２
（３）

４
（５）

３
（６）

５
（１１）

６
（６）

４
（３）

７
（８）

１０
（９）

３
（６）

１０
（５）

８
（７）

�見直しは行わない ２９
（３３）

２４
（２７）

２２
（４０）

３９
（３５）

１７
（１２）

２５
（２１）

３１
（３５）

２２
（２９）

３２
（３７）

４０
（３９）

３８
（５２）

４３
（４２）

２９
（２９）

�今のところ未定 ３４
（３２）

４０
（３３）

３７
（２９）

４０
（１５）

４０
（４１）

４５
（４３）

３３
（３２）

４１
（４０）

２６
（２９）

２３
（２３）

４１
（２１）

３３
（４８）

２６
（２８）

（ ）内は前年調査

（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�企業の業績 ８６
（８６）

８９
（８４）

８５
（８５）

８７
（８４）

９７
（８４）

８４
（８２）

８５
（８７）

８４
（８７）

８７
（８９）

９０
（９１）

８７
（７７）

８５
（７７）

８０
（８８）

�雇用の維持・確保 ４９
（４１）

４９
（３９）

４２
（４１）

３９
（４２）

５９
（３４）

６３
（４１）

４９
（４１）

５５
（４７）

４１
（４１）

４２
（３３）

５８
（３６）

５０
（４１）

４８
（４５）

�世間相場 ２２
（１９）

２０
（２０）

２７
（２８）

１３
（５）

１５
（２２）

２１
（１５）

２３
（１９）

２１
（１５）

２５
（２１）

２５
（２６）

１６
（１３）

２０
（１８）

２４
（１９）

�物価の動向 １６
（１０）

１４
（１５）

１３
（１８）

２２
（３２）

６
（９）

２１
（７）

１６
（８）

１９
（１２）

１３
（７）

１８
（２）

１６
（７）

１５
（１８）

１４
（７）

�その他 ２
（２）

２
（３）

２
（５）

－
（－）

３
（３）

－
（－）

２
（２）

１
（－）

１
（２）

４
（２）

３
（７）

－
（－）

４
（５）

（ ）内は前年調査

３．賃金の動向

〈表８〉定期給与（基本給・諸手当等）の動向

〈表９〉特別給与（賞与・期末手当等）の動向

〈表１０〉賃金見直しの際の重視項目（複数回答）

特別調査
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今回の調査では、技能職の不足が目立つ建設業をはじめ、幅広い業種で人手不足感が一層

強まっていることが分かりました。人員を増やそうという動きも広がっていますが、採用活

動に苦戦しているという声や、優秀な人材を他社に引き抜かれてしまうという声があり、対

応が急がれます。賃金引き上げなど待遇の改善によって従業員満足度を高めることや、それ

を実現するために企業体力を向上させることがカギとなりそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜水産加工業＞ 最近は常に労働力の不足に

悩まされている。賃金など待遇面で他社に見

劣りするとは思っていないが、募集に対する

反応が悪いことも多く、さらなる待遇改善の

検討が必要。

＜乳製品製造業＞ 中途採用の募集に応募が

なく苦戦しているが、個別に条件を良くする

わけにはいかず、また、賃金のベースアップ

も、業績が落ち込んだ時に負担が大きくなる

ので簡単にはできない。

＜製菓業＞ 最低賃金が上がると、他のアル

バイト・パートの賃金体系も見直さざるを得

ない。利益が増えれば還元は当然だが、利益

が増えない中での賃上げは経営に影響があ

る。

＜製材業＞ 人員補充ができていない関連会

社がある。グループ内で人員を融通してしの

いでおり、今後の重要課題。

＜鉄鋼業＞ 事務職は容易に補充できている

が、現場の技術職は正社員で募集しても、な

かなか採用に至らない。

＜金属製品製造業＞ 成果給を採りいれてお

り、若い人でも努力すれば給与が増える体制

としている。

＜機械器具製造業＞ 技能職の人員は、採用

後３～５年程度は教育期間と考えて給料も抑

えている。しかし、職人は腕が上がれば引っ

張りだこで、一人前になる頃に高い給料で引

き抜かれてしまい、この対策に頭が痛い。

＜機械器具製造業＞ 中堅社員の退職により

営業社員を中途採用したが、戦力になるまで

に時間を要する。正社員の基本給の見直しも

行った。将来に向けて人材育成、確保に力を

入れていく。

＜印刷業＞ 前期の業績を勘案して若干の

ベースアップを行った。しかし、今後のベー

スアップを約束できるものではなく、あくま

でも自社の業績が判断材料の決め手。

＜建設業＞ これまでの新卒採用中止による

社員の高齢化が進んでおり、新卒採用と若手

の中途採用を行って、年齢構成の是正に取り

組んでいる。ただし、同業他社も同じ動きを

しており、優秀な人材をめぐりバッティング

が懸念される。

経営のポイント

急がれる人材引き抜きへの対応
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞ 新規採用は技術職の採用が特に

難しく中途採用を強化している。建設業の仕

事を理解し努力できる者が少なく、辛抱でき

ずに退職していくケースもあり、対策を検討

している。

＜住宅建築業＞ 年齢バランスよく雇用して

いきたいが、企業の求める人材が雇用できる

とは限らず、描いた人事戦略を実行する難し

さを感じている。

＜建設業＞ 賃金制度の抜本的な見直しを

行っているが、当社の業績や個人の貢献を給

与に反映できる柔軟な制度を構築していきた

い。

＜建設業＞ これまでは賃金を一定程度減額

してきたが、前期の業績が好調だったことも

あり、今期からは減額を取りやめた。地域内

では決して低い賃金水準ではなかったが、地

域を牽引する観点から決断したもの。

＜建設業＞ 賃金引き上げや通年雇用をしな

ければ生き残りは厳しいが、売上不振や過当

競争が続く中では相当な重みになっている。

＜大工工事業＞ 工事量が増えたことによ

り、従業員や専属の下請けだけでは対応でき

ない。職人を確保するための競争は激しく、

他社に引き抜かれるのを防ぐため賃金を上げ

ている。

＜建材卸売業＞ 企業の差別化のため、職人

の採用を推進している。養成には５年から１０

年の期間を要するので、経験者の採用を第一

としてきたが、定着率が悪く、新卒採用を進

める方針に変更する。

＜建材卸売業＞ 業績が良い年であっても従

業員の給料はあまり上げずに、決算段階の最

終利益によって決算手当を支給するようにし

ている。

＜鋼材卸売業＞ 賃金水準は平均的と思われ

るが、中堅社員層ではやや見劣りするため、

初任給を含めた若年層の給与見直しの必要性

を感じている。残業手当や有給休暇の取得状

況も充分とは言えず改善を要する。

＜機械器具卸売業＞ エンジニアの高齢化が

進んでおり、技能継承も含めた人材教育に力

を入れなくてはならないが、人件費増加は収

益に直結するため、なかなか人材への投資が

できていない。

＜機械器具卸売業＞ これまでの不況で人件

費は抑えていたので、今期は業績に連動させ

定期給与、特別給与ともに引き上げた。しか

し、今後も好調な業績が続くという保証はな

く、不安感も大きい。

＜食品スーパー＞ 採用難の状況となってお

り、店舗でのパート従業員などの不足が続い

ている。

経営のポイント
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＜婦人服店＞ 熟練した販売店員を採用した

いが、未経験者しか応募してこない。職種を

問わず条件面で店舗や会社を選んでいるよう

だ。今後は経験者の高齢化も進んでくると思

われ、未経験者の育成が重要になる。

＜眼鏡店＞ 雇用確保には世間相場並みの賃

金確保が必要だが、社内全体のバランスや企

業体力を考えるとあまり高くできず悩みどこ

ろである。

＜バス会社＞ 人手不足感はバス運転手で顕

著であり、求人に対して応募がほとんどない

状態。免許取得支援制度を創設して運転手を

自社で養成しているが、その分経費が嵩んで

しまう。

＜運輸業＞ 本来、需要期に必要な乗務員は

季節雇用で確保しているが、ここ数年は、季

節で雇用した人員をそのまま正社員として雇

用し続けることが多くなっている。

＜運輸業＞ 運転手不足により同業他社から

の引き抜きがあるが、賃金を上げることがで

きず対応できない。

＜運輸業＞ コンプライアンス強化に伴い、

乗務員の時間外手当減少を補うべく基本給の

引き上げを実施した。

＜建設コンサルタント＞ 中小企業特有の問

題として、新卒採用が難しく中途採用におい

ても苦戦を強いられている。企業側が従業員

満足度を意識しなければ淘汰される時代に

なったのではないか。

＜廃棄物処理業＞ 処理工程の機械化を進め

て現場で必要な人員を減らすとともに、減少

分の人員を営業開発部門に振り分けることを

検討している。

＜美容業＞ 人材の確保が徐々に深刻化して

おり、専門学校とも連携して、美容業の良さ

を若年層にアピールしていく対策が必要。

＜警備業＞ サービスの品質を維持するため

には、基準を満たすレベルの人員確保が必要

であることから、賃金のベースアップを行っ

たものの、受注単価の改善が進んでおらず、

経営に及ぼす影響が大きい。

＜建設機械器具リース＞ 技術職の出入りが

激しく、人員確保には賃金や労働条件に左右

されるところが大きい。他社からの引き抜き

もあり人員の不足感はあるが、既存社員との

バランスから安易に賃上げもできず苦慮して

いる。

経営のポイント
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

この小論のタイトルは、トム・モリスが１９９７年に著したIf Aristotle Ran General Motorsをも

じったものです。同書は米国でベストセラーとなり、９８年１１月にはダイヤモンド社から邦訳（沢

崎冬日訳『アリストテレスがGMを経営したら』）も刊行されました。偉大な思想家アリストテ

レスを天国から呼び出し、ビジネスや人生についてアドバイスを求めたとしたら、何に注意し、

どう行動しろと言うでしょうか。これがモリスのテーマでした。ですから、モリスはGMという

特定企業の新製品開発、サプライチェーン、人的資源、財務といったトピックを取り上げたわけ

ではありません。彼の著書では、GMの社名は、協働する人間集団のいわば「エンブレム」とし

て象徴的に用いられたのです１）。

小論では、モリスと同様に企業特殊的ではない経営上の普遍的な課題、しかしモリスが言及し

なかった課題、すなわち事業の定義について探究したいと思います。事業の定義とは、「われわ

れの事業は何か」という根本的な問いに答えを出すことです。「もし、アリストテレスが事業を定

義したら、どうなるだろう」。これが小論のテーマです。

１．ドラッカー革命

さて、仮定法を使った小論のタイトルから、読者諸氏はモリスの上記作品（邦訳は残念なこと

に絶版となっています）よりもむしろ『もしドラ』のほうを強く連想されたかもしれません。

２００９年１２月に発売された岩崎夏海著『もし高校野球の女子マネージャーがドラッカーの「マネジ

メント」を読んだら』は、発行元のダイヤモンド社に１９１３年の創業以来初のミリオンセラー達成

という朗報をもたらしました。作中で野球部マネージャーの川島みなみが“間違って”買ってし

まったという想定のピーター・ドラッカー著『マネジメント【エッセンシャル版】』（２００１年１２月

初版発行）も急激に売れ行きを伸ばし、ダイヤモンド社の書籍としては『もしドラ』に続くミリ

オンセラー作品となりました２）。

みなみは、野球とは直接関係のない『マネジメント』をもったいないからと読み進めるうちに

その魅力に引き込まれていきました。そして、入院中の幼なじみの級友（彼女も野球部のマネー

ジャー）をお見舞いした際、次のような会話を交わしたのでした。

「じゃあ、質問です――野球部とは、一体なんでしょう？」

「え？」

「野球部とは何か？ 野球部の事業とは何か？ 何であるべきなのか？」（２３頁）

そうです。小論が探究しようとする「事業の定義」の重要性を最初に強調したのは、みなみの

ハートに火をつけたドラッカーだったのです。彼女が読んだ【エッセンシャル版】の原本で８００

頁超の大著『マネジメント』の刊行よりもさらに２０年前の１９５４年、ドラッカーは『現代の経営』

経営のアドバイス

アリストテレスが事業を定義したら
釧路公立大学経済学部
教授 西村 友幸

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０１５～０２７　経営のアドバイス（西村）  2014.11.18 17.20.01  Page 15 



経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

においてすでに、「われわれの事業は何か」という問いを発し、その問いについて十二分に検討

し、正しく答えることこそ、トップ・マネジメントの第一の責務であると喝破しました。

「マネジメントの神様」ドラッカーは数々の名言を遺していますが、『現代の経営』における

その筆頭は何といっても「事業の目的は顧客を創造することである」でしょう。市場は、神や自

然や経済的な力によって創造されるのではなく、事業家によって創造されるものなのです。ド

ラッカーは続けてこう言います。

事業が何であるかを決定するのは顧客である。提供される財やサービスに対し進んで支払いを

行い、経済的な資源を富に変え、ものを商品に変えるのは顧客である。企業が自ら生み出して

いると考えるものが重要なのではない。とくに、企業の将来や成功にとって、それらのものは

重要ではない。顧客が買っていると考えるもの、価値と考えるものが、決定的に重要である。

それらのものこそ、事業が何であり、何を生み出すかを規定し、事業が成功するか否かを決定

する（邦訳〈上〉４８～４９頁）。

ドラッカーの考えでは、「われわれの事業は何か」を決めるのは、われわれ＝生産者の側では

なく、顧客の側であるということになります。顧客が製品やサービスを購入したときに満たされ

る願望（ウォンツ）が何であるかが、事業が何であるかを決めるのです。したがって、「われわ

れの事業は何か」という問いに対する答えは、事業の外部、すなわち顧客や市場の観点から事業

を見ることによってのみ得られるのです。より詳細には、

顧客は誰か（顕在顧客、潜在顧客は誰か。顧客はどこにいるか。顧客はいかに買うか。顧客

にいかに到達するか）

顧客は何を買うか（おそらく、もの自体ではなくそれ以外の何かを買っている。たとえば、

GMの高級車キャデラックの所有者は、クルマではなく交通手段あるいは名声を買ったので

ある）

顧客にとって価値とは何か（「顧客は何を価値あるものと考えるか」「製品を買うとき何を求

めているか」について、経営者は憶測するのではなく顧客のところへ行って答えを求めなけ

ればならない）

を検討しなければならないとドラッカーは述べています。さらに、事業の現状だけでなく、「わ

れわれの事業は将来何になるか」「われわれの事業は何でなければならないか」といった未来像や

理想像についても思索する必要があると指摘しています。

事業の定義を内部者の視点ではなく外部の顧客の視点から行うというドラッカーのアイデアは

革命的であり、その登場はマネジメントの学説史における「コペルニクス的転回」だったと評価

できるのではないでしょうか。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０１５～０２７　経営のアドバイス（西村）  2014.11.18 17.20.01  Page 16 



経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

２．ハーバードで発明された望遠鏡

太陽が地球の周囲を回っているのではなく、地球が太陽の周囲を回っていることに気づいたニ

コラウス・コペルニクスは『天体の回転について』と題する本を執筆しましたが、宗教的な論争

に巻き込まれることを恐れたからか、この本が実際に出版されたのは彼が１５４３年に他界した当日

のことだったと言われています。一方、ドラッカーの行く手を阻むものはこれといってなく、彼

は事業の定義に関する従来の常識とは１８０度異なる自説を『現代の経営』の中で臆せず展開でき

たのでした（ドラッカーはそれから半世紀以上存命しました）。そのおかげで、彼の洞察はほど

なく１人の人物の目に留まることとなりました。後に「マーケティング界のドラッカー」と称さ

れることになったその人物は、ドラッカー死去の翌２００６年に８１才の生涯を閉じました。セオド

ア・レビットです。

１９６０年、『ハーバード・ビジネス・レビュー』誌にレビットの論文「マーケティング近視眼」

（原題は“Marketing Myopia”）が掲載されました３）。彼がハーバード・ビジネス・スクールの講

師に就任したのは１９５９年ですから、キャリアはまだ浅く、年齢も３０代半ばとまだ若かったので

す。にもかかわらず、彼の論文は、榊原清則教授が評するとおり、いかにもハーバードらしい

堂々たるものでした。つまり、問題をずばり単純化して表現するとともに、経営者を刺激する警

句に満ちた文体だったのです４）。現代のわれわれの感覚からすれば、当時のレビットはかなり早

熟だったように見受けられるのですが、いかがでしょうか（以下に「マーケティング近視眼」の

概略を説明しますが、機会があれば全文をご覧の上、ご確認下さい）。

レビットは、経営者が嘆くような成長の鈍化や停止は、市場の飽和が原因ではなく、マネジメ

ントの失敗があったからに他ならないと主張しています。マネジメントの失敗とは、とりもなお

さず事業の定義を誤ったということです。

事業の定義を誤ったために深刻な事態に陥った例として、レビットは論文の冒頭で、米国の鉄

道会社と映画会社を取り上げています（鉄道会社は、ドラッカーの『現代の経営』でも事業の定

義の失敗例として言及されています）。いずれも、製品中心に事業を定義したことが命取りに

なったとレビットは指摘しています。鉄道会社は、自らの事業を文字どおり鉄道と定義してしま

いました。同様に、ハリウッドの映画会社は自らの事業を映画と定義してしまいました。製品中

心に事業を定義すると、成長神話の信奉、生産中心主義、研究開発偏重といった自己満足に陥り

がちです。レビットは、成長産業などない、とまで言い切っています。

事業の正しい定義は、顧客中心になされなければなりません。よって、鉄道会社の事業は輸送

（transportation）であり、映画会社の事業は娯楽（entertainment）です。１９６０年当時、こうした需

要は減少するどころかむしろ増大していたのであり、輸送需要に対応するように航空機、乗用

車、トラックなどの事業が成長し、またテレビの出現により娯楽産業はますます拡大していきま

した。製品中心の事業定義が障害となって、鉄道会社や映画会社は拡大する需要を満たすことを

放棄してしまったのです。

レビットによれば、産業活動とは財を生産するプロセスではなく、顧客を満足させるプロセス

です。つまり事業は、顧客ニーズの発見→何をいかに提供すべきか→製品の創造→原材料の発
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見、の順序で行われるのであって、その逆ではないのです。誤った逆のアプローチが「近視眼」

と揶揄されたわけです。

３．振り子のように

「マーケティング近視眼」は、レビットを一躍スターダムに押し上げるほどの大反響を呼びま

した。この論文の主要なメッセージ、すなわち「顧客のニーズやウォンツを理解しそれを満たし

なさい」はドラッカーを正統に継承したものであり、また今日でも有効に生き続けているといえ

るでしょう。しかし、そこから派生した「鉄道ではなく輸送」あるいは「映画ではなく娯楽」と

いう見解はいかがなものでしょうか。暴論とはいえないまでも極論に聞こえてしまうのではない

でしょうか。

レビットはそういった批判はもとより覚悟の上で自説を述べたようにも思われます。案に違わ

ず、事業定義についてのレビットの異説は論者にとって格好の標的となってしまいました。ド

ラッカーですら、『創造する経営者』（１９６４年）の中で、名指しこそ避けているものの次のように

批判しています。

「わが社の事業はテレビ受像機である」では小さすぎる。「わが社の事業は娯楽である」では一

般的にすぎる（邦訳２６１頁）。

電機産業や化学工業という定義では、あまりに一般的であって、５０年前、６０年前は意味があっ

たとしてももはや有効ではない。運輸や通信もあまりに広すぎて意味をなさない。そのような

あらゆるものを含む言葉でしか自らを定義することができないとすれば、あまりにも多くのこ

とを行っているために何一つうまく行うことができない状態にあるとみてよい（邦訳２６３頁）。

「戦略論の父」と称されるイゴール・アンソフもレビットに反対しています。『企業戦略論』

（１９６５年）において、アンソフは、「鉄道ではなく輸送」といったタイプの事業定義は、概念があ

まりにも広範すぎて共通性を見出すことができないと主張しました。一口に輸送といっても、都

市内の輸送もあれば都市間、さらには大陸間の輸送まであります。輸送媒体も、陸上、航空、水

上、水中とさまざまですし、旅客と貨物の両方の運搬があります。顧客の範囲も、個人、家族、

企業、官庁とさまざまです。また当然ながら、輸送という概念には乗用車、バス、列車、船舶、

航空機、ヘリコプター、タクシー、トラックなどが含まれてしまいます。しかし、このように広

範すぎるのも問題ですが、特定の業種によって企業を識別する従来のやり方では狭小すぎること

もまた事実であるとアンソフは付言しています。

レビットに対する批判は、アンソフが編集した選集（１９６９年発行）にも見出すことができま

す。セイモア・ティレスが執筆したその論文５）には、「鉄道ではなく輸送」といった具合に総括的

な言葉で事業を定義すれば成功への道が開かれると信じられているが、これは事実とほとんどか

け離れており、むしろたいていの場合はその逆であると記されています。
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時代が下っても、レビットへの批判はやみませんでした。「現代マーケティングの父」フィリッ

プ・コトラーは１９８１年、ラヴィ・シンとの共著論文６）の中で、レビットの考え方は戦略の２つの

基本原則に反するとしています。１つは「目標の原則」すなわち目標は明確に定義され達成可能

でなければならないとする原則です。もう１つは「集中の原則」です。各戦域で勝利するために

は、企業は戦力を集中させなければなりません。コトラーとシンは次のように述べたのです。

「マーケティング近視眼という誤りは、マーケティング遠視眼、つまり近くのものより遠くのも

のがよく見えるという状態にとって代わられたらしい」。

４．蘇るアリストテレス

１６世紀の思想家ミシェル・ド・モンテーニュは、天動説にとって代わる地動説を提唱したコペ

ルニクスに対して（というよりもあらゆる新説に対して）懐疑的でした。彼は、「ほんとうに今

から千年の後、第三の説が現れ出て、以上の２説を２つながらくつがえすことがないとどうして

言えよう？」と書き遺しました７）。

近視眼でもなく遠視眼でもない第三の眼は、天体の動きに関する第三の説と違って、人々から

待ち望まれました。というのは、近視眼だけでなく遠視眼もまた眼の異常であり、矯正が必要と

されていたからでした。

では、矯正はいかにして可能でしょうか。近視眼という一方の極と遠視眼というその対極のい

ずれもが不可ならば、第三の道はおのずと〈中庸〉にあると考えられるでしょう。この〈中庸〉

という言葉には格別の注意を払う必要があります。古代ギリシアの賢人アリストテレスが『ニコ

マコス倫理学』で論じているのは、正しい〈中庸〉とは過小と過大の両極を結ぶ線分の中点では

なく、線分を底辺とする三角形の頂点である、ということです。つまり、〈中庸〉は線分よりも

上の水準にあるのです８）。ですから、「われわれの事業は鉄道を中心とした輸送である」といっ

た、足して２で割ったような事業定義は求めるに値しません。第三の事業定義が目指しているの

は、近視眼と遠視眼とを結ぶ線分よりも上の水準の中点なのです。

洞察力に満ちたそうした第三の眼は、「万学の祖」と称されるアリストテレスによって考案さ

れました。奇しくも、地動説にとって代わられた天動説という宇宙像を構築したのがアリストテ

レス（およびプトレマイオス）でした。アリストテレスの宇宙像は近代科学によって塗り替えら

れてしまいましたが、万学の祖にはまだたくさんの有効な引き出しがあるのです。以下、アリス

トテレスの逆襲をご覧に入れましょう。

ある事物の意味を明らかにする手続を、論理学では「定義」といいます。定義にはいくつかの

方法がありますが、それらの中でもっとも本質的と考えられているのがアリストテレスによる

「類と種差とによる定義」、別名「実質的定義」です。実質的定義は、たとえば以下のようになさ

れます。

三角形とは３本の直線で囲まれた平面図形である９）。
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この例では、「三角形」が定義される事物すなわち被定義項です。三角形は平面図形の一種で

す。言い換えれば、平面図形は三角形を包摂する上位概念です。こうした上位概念のことを

「類」と呼ぶわけです。逆に、平面図形から見た三角形のような下位概念を「種」と呼びます。

実質的定義の第一歩は、被定義項が相対的に見て種となるような類を探し当てることです。

平面図形という類は、三角形以外にもさまざまな種（四角形、円、十字など）を包摂していま

す。同一の類に属する種を相互に「同位概念」と呼びます。そして、同位概念のうちのあるもの

とそれ以外のものとを区別する特徴を「種差」と呼びます。実質的定義のためのもう１つの主要

な作業が、この種差を発見することです。三角形は、「３本の直線で囲まれた」という種差を

持っています。

５．事業の定義への応用

（１）手順

アリストテレスのテクニックを応用すると、事業の定義は次の５つのステップから構成されま

す（図１参照）。

①被定義項の特定：定義されるべき事業Xに名辞を付与する（たとえば、鉄道、映画、建設、出

版といった具合に）

②類への昇段：当該事業Xを包摂する類Yを探し当てる

③同位概念の識別：X以外に、その類Yに包摂される概念すなわちXの同位概念A、B、C、…を

列挙する

④種差の発見：さまざまな同位概念との比較において、Xに固有の特徴すなわち種差Zは何かを

見つける

⑤定義の完成：ステップ②とステップ④で得られた洞察を結合して、X＝Z＋YのかたちでXの意

味を明らかにする

これらの基礎にあるのは「類と種差とによる定義」ですから、ステップ②と④が特に重要で

す。以下に詳説しましょう。
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①被定義項 
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図１ 類と種差とによる事業の定義

（２）類への昇段

Xを包摂する類Yを探し当てる「類への昇段」は見覚えがあるかもしれません。ご明察のとお

り、このステップはレビットにより提唱された、「製品中心の事業定義」から「顧客中心の事業

定義」への転換と基本的に同じことです。鉄道会社の事例を当てはめれば、定義されるべき事業

Xは「鉄道」、そして類Yが「輸送」ということになります。

類への昇段に関して、２つのポイントを指摘しておきましょう。

第一に、種Xが包摂される類Yはただ１つとはかぎりません。石井淳蔵教授が指摘しているよ

うに、顧客の目的や製品機能には多様性があるため、鉄道の機能としては輸送だけでなく「旅

行」や「観光」も考えられるでしょう１０）。実際、航空機や自動車といった強力なライバルの台頭

を受けて、１９５０年代の米国の鉄道会社（旅客部門）は、趣向を凝らした豪華特急を導入するな

ど、「輸送」ではなく「娯楽」を追求しはじめました。これなどは窮余の一策にも見えますが、

他方わが国の私鉄は、阪急電鉄に代表されるとおり、「（沿線地域の）開発」という巧妙な昇段に

よって成長を遂げてきたといえるでしょう。

第二に、昇段は単に種から類へと視点を移すというよりも、製品中心から顧客中心へと発想を

転換するために行われるべきです。この点は、レビットがいみじくも述べているとおりです。石

油会社が自社の事業を広くエネルギー産業と考えるだけでは旧来の製品中心主義から脱しきれて

いないのであり、人々の輸送ニーズに対応するという意識を持つことが大事なのです１１）。

身近な実例をもとに以上の２点の理解に努めましょう。１９９０年代、廃園の危機に直面した旭川

市旭山動物園では、係員たちが「動物園とは何をするところなのか」を徹底的に議論しはじめま

した。その結果、「レクリエーション」「教育」「自然保護」「調査・研究」の４つの役割が明確化さ

れました１２）。これらはいずれも、動物園の「類」と見なすことができるでしょう。どの役割もも

ちろん重要ですが、やはりもっとも顧客志向的な「レクリエーション」という類への昇段が旭山
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動物園の復活に強く寄与したと考えられます。８０年代以降の動物園界全体の低迷が、娯楽やレ

ジャーの多様化によるものであったことを考えれば、この方向への昇段はきわめて順当だったと

いえるでしょう。ただし、旭山動物園の再生を主導した小菅正夫前園長は、レクリエーションを

娯楽の同義語とはとらえずに、「人間性の再創造」と解釈しました１３）。よって、娯楽性が強すぎ

たり、動物に「芸」をさせたりするのでは、動物園の本筋からは外れることになったのです。

（３）種差の発見

しかしながら、顧客ニーズに関連させて類へと昇段するだけでは、遠視眼的すぎて行動の指針

としてはあまり有用でないことはすでに指摘したとおりです。ここにおいて、ある事物の定義

は、類概念に種差を加えたものであるというアリストテレスの叡知が活かされます。種Xから類

Yへの昇段の次に行うべき作業は、他の同位概念との対比を通じてXに固有の特性すなわち種差

Zを識別することなのです。このステップを「種差の発見」と呼ぶことにします。「差」というか

らには強みもあれば弱みもありますが、有望な事業定義をつくるためには、弱みではなく強みの

把握に努めることが重要なのはいうまでもありません。

話を鉄道会社の例に戻しましょう。もし鉄道会社が自分たちの強みをわかっていれば、それは

代替的輸送手段と競争する場合の武器にもなるし、新事業として他の輸送手段のどれか、もしく

は未知の輸送手段へと多角化する際にも指針や基盤を提供することでしょう。

実をいうとレビットは、「マーケティング近視眼」の中で、鉄道輸送は世間が考えているより

もはるかに強力な輸送手段になりうると主張しているのです１４）。彼自身はその論拠を明らかにし

ていませんが、一般的に鉄道は、自然環境への影響とエネルギー節約の両面において、飛行機や

自動車など他の輸送手段に対して優位であるとされます１５）。そうであれば、「高効率で低公害」

を鉄道の種差と認定できるでしょう。

あるいは、レビットにかぎらず、世界中で異口同音に唱えられていた「鉄道斜陽論」を払拭し

たとされる東海道新幹線（１９６４年開業）の場合はどうでしょうか。当時は誰もが、鉄道に代わっ

て自動車と飛行機の時代が到来すると信じていました。東海道新幹線は、距離数百キロの大都市

間を、飛行機のように速く、通勤電車のように稠密なダイヤで結ぶ鉄道がありうることを、事実

をもって証明しました１６）。日本国有鉄道にとって、鉄道事業とりわけ東海道新幹線は、輸送は輸

送でも「高速で高密度」の輸送を意味したと解釈できるでしょう。

ところで、種差の「開発」や「獲得」ではなく「発見」という表現を用いたのには理由があり

ます。すなわち、強みとしての種差は、組織内に存在しているにもかかわらず、過小評価され十

分に活用されていない「隠れた（あるいは埋もれた）資産」になっている可能性があるというこ

とです。先ほど、種差は他の同位概念との対比によって識別されると述べましたが、そうした

「競争的」視点だけでなく、自社や業界の過去から学ぶという「歴史的」視点も種差の発見に

とっては重要と考えられます。加えて、「発見」のためには机上の作業だけでなく、テストや経

験を通じて学習する「物は試し」の精神と実行力も要請されるでしょう。

旭山動物園のケースを再度見てみましょう。同園は苦境期に、飼育係が入園者に対して担当動
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物の説明を行う「ワンポイントガイド」を実施しはじめました。飼育係が客の前に出ることは、

動物園界では前例のないことでした。ワンポイントガイドは入園者数の回復に直接寄与しなかっ

たものの、この取り組みがきっかけで、係員が持っている動物の知識と一般の人間のそれとの間

には大きなギャップがあることが確認されるとともに、係員がどうすればもっと動物の魅力を伝

えられるかを積極的に考えるようになりました。

こうした試行錯誤はやがて、パンダのようなスターの姿形を見せるのではなく、どこの動物園

にでもいるような、しかし実はすごい運動能力を持った動物たちの「行動」を見せるというアイ

デアの創造につながりました。そしてそのアイデアが、展示法や施設に具現化されていったので

す。前園長の小菅氏も現園長の坂東元氏も、動物たちとの長年の触れ合いを通じて、彼らの運動

能力のすごさ、素晴らしさを実感していました。種差は眼前にあったのです。「イキイキする動物

をみることで、人間の側も嬉しくなり、元気になることも、入園者の声を聞いたり、表情を見て

いてわかった」と小菅氏は語っています１７）。「動物のイキイキとした行動を見せる」という発見さ

れた種差は、「レクリエーション（＝人間性の再創造）」という類概念と見事に調和しました。こ

の「類と種差とによる定義」は優れたものであり、旭山動物園が月間入園者数日本一という快挙

を成し遂げる原動力になるとともに、業界を救う処方箋として全国の動物園にも波及していった

のでした。

（４）複数定義の問題

前述したとおり、種（事業）Xを包摂する類Yは１つとはかぎりません。類が変われば、包摂

される同位概念の集合も多かれ少なかれ変わるでしょう。同位概念の顔ぶれが違えば、Xとそれ

らを対比することで発見される種差Zも異なってくるはずです。結果として、１つの事業は複数

の「類と種差とによる定義」をともなうことになるでしょう。

ある事業が２つの「類と種差とによる定義」を持つと仮定しましょう。第１の質問は、戦略を

構想する人は両方の定義にしたがうべきか、それともどちらか１つに集中すべきかです。「二兎を

追う者は一兎をも得ず」と答えることは容易ですが、単純化しすぎの感があります。ここでは、

同時追求かそれとも集中かは「両立可能性」に依存する、と答えておくことにしましょう。つま

り、おのおのの事業定義から演繹される具体的施策（動物園の場合であれば夜間営業や新施設の

建設など）が他方の事業定義も満足させられるのであれば、二兎を追うことに問題はありませ

ん。しかし、そうでなければ選択と集中が必要というわけです。

第２の質問は、では２つの定義が両立しがたい場合、どのような基準に即して二者択一を行え

ばよいのかです。類と種差とを結合することで事業が定義されるという基本的アイデアにもとづ

くと、図２のような枠組が開発できます。図２は、「類の魅力」と「種差の効力」の２次元を交

差させたマトリックスです。市場（顧客）の有望性に関わる次元が「類の魅力」、当該市場での

自社の競争優位性に関わる次元が「種差の効力」です。それぞれの事業定義をこれら２つの次元

に沿って評定し、マトリックス上にプロットしてみます。そして、より右上の方角に位置づけら

れた事業定義を選択し、これを起点として具体的な施策を展開していくのです。
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図２ 類－種差マトリックス

６．終わりに――明珠在掌

個人的な話で小論を終えることをお許し願います。

この小論で紹介した事業の定義に関するアイデアは、もともと寺本義也・岩崎尚人編『経営戦

略論』（２００４年４月発行）の第２章に掲載されたものでした。初学者が読むかもしれない教科書の

分担執筆ということで、私は自分が使用する言葉の意味を辞書で逐一調べました。その過程で

「定義」のアリストテレス流の用法を知ったのです。せっかくなので、教科書の半ページほどを

使い、「定義」とは何かについて説明しました。しかしそれはあくまでも雑学的扱いでした。

私は、自分が分担執筆した『経営戦略論』を、勤務する釧路公立大学での授業用教科書として

採用しました。採用開始から数年後のことでした。ある学生から提出されたレポートに、「この

教科書の『定義』に関する記述は類書には見当たらない独自のものである」という旨の感想が書

かれていたのです。私は、こんな近くにも「目利き」がちゃんと存在することを喜ぶとともに、

自分の（といっても完全なオリジナルではありませんが）小さなアイデアを膨らませて作品に仕

上げたいと心に決めました。

事業の定義に関する拙稿は、５つの雑誌から掲載を断られてしまいましたが、『マーケティン

グジャーナル』通巻第１３２号（２０１４年３月発行）に「マーケティング洞視眼―事業定義の論理学

的手法―」という題名で掲載してもらうことができました。執筆開始から掲載までに約４年の歳

月を要しました。その間、上記教科書の改訂版（『新 経営戦略論』）が２０１２年１０月に発行され、

旧版よりもやや多くのページを割いてアリストテレス流の事業定義を論じました。ご関心のある

方は、それらもあわせてご覧下さい。
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事業の定義に関して、レビットを超克するアイデアはないのか？ 解答らしきものが見つかっ

たのは、上記のとおり教科書『経営戦略論』を執筆している最中でした。しかし、この問い自体

は前々から私の脳裏にありました。

２０世紀末、社会は急激な時代の変化による混迷期を迎えていました。常識が変わり不必要なも

のは容赦なく切り捨てられました。それまでの価値観が根底から覆され、多様化していた過渡

期、珠算界もまた正念場にあり真価を問われていました。

上記の文章は、私が時おり投稿させていただいている珠算専門の月刊誌『サンライズ』の巻頭

言です。米国の鉄道産業や映画産業、そして日本の動物園界。小論で取り上げたこれらの業界と

同等もしくはそれ以上に、前世紀末の珠算界は苦難の時代を経験していました。そうした世界の

住人だったことで、私は事業の定義という問題にことさらセンシティブになったのです。レビッ

トの「マーケティング近視眼」の邦訳が『DIAMONDハーバード・ビジネス』１９９３年３月号に掲

載（再掲）されたことを新聞広告で知り、大学４年生の私は掲載号を購読すべく書店に取り寄せ

をお願いしたほどです（当時、この雑誌は大型書店でも店頭にはほとんどありませんでした）。

大学の図書館で閲覧／コピーするという発想がすっぽりと抜け落ちていました。今にして思え

ば、相当「近視眼的」になっていたのかもしれません。

「そろばんではなく教育」。レビットの見解にしたがえばそういうことになります。しかし、

この事業定義は無論「遠視眼的」です。ではどうすればいいのか。あれこれ考えましたが、私の

手に余る難題でした。解決は２１世紀に持ち越されました。

事業の定義に関する論文を書き上げ、雑誌に投稿しはじめたころ、少年時代の記憶がふと蘇り

ました。

そろばんは頭を良くする習い事

誰がいつどこでこのフレーズを唱えたのかは定かではありません。重要なことは、これがまさ

に私の追い求めていた「類と種差とによる定義」であったということです。私は感銘を受け、そ

してその瞬間を思い出しては根気強く論文を改訂、投稿しつづけたのでした。
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注

１）モリスは２００６年、今度はIf Harry Potter Ran General Electricという本を著しました。そこで

もやはり、ゼネラル・エレクトリック（GE）の社名はグローバル企業の代名詞として用い

られています。

２）http : //diamond.jp/articles/-/13459

３）Levitt, T. (1960)“Marketing Myopia,”Harvard Business Review , 38(4), pp. 45-56．（土岐坤訳

「マーケティング近視眼」『DIAMONDハーバード・ビジネス』１９９３年３月号、４０～５６頁）。

４）榊原清則（１９９２）『企業ドメインの戦略論―構想の大きな会社とは―』中央公論社、２６～２７

頁。

５）Tilles, S. (1969)“Making Strategy Explicit”, in H. I. Ansoff (ed.), Business Strategy : Selected

Readings , New York : Penguin Books, pp. 180-209.

６）Kotler, P. and R. Singh (1981)“Marketing Warfare in the 1980s,”Journal of Business Strategy, 1

(3), pp. 30-41.

７）関根秀雄訳（１９８３）『モンテーニュ随想録４』白水社、２４２頁。

８）クリスタ・メスナリック著、三谷武司訳（２０１１）『アリストテレス マネジメント―ビジネス

に生きる哲学―』ディスカヴァー・トゥエンティワン、７９～９２頁。

９）千葉茂美・東千尋・若山玄芳（１９７４）『論理学入門』学陽書房、１９頁。

１０）石井淳蔵（１９８４）『日本企業のマーケティング行動』日本経済新聞社、２１４～２１５頁。

１１）レビットによれば、人々は石油会社が提供するガソリンを買っているのではなく、自分の車

を運転し続ける権利を買っています。なお、本文中で述べたとおり、種としての事業Xは複

数の類Yによって包摂される可能性があります。したがって、「石油」の類は必ずしも「輸

送」に限定されません。

１２）小菅正夫（２００６）『〈旭山動物園〉革命―夢を実現した復活プロジェクト―』角川書店、２０～

２３頁。

１３）同上書、１２６頁。

１４）Levitt, op. cit. , p. 46.

１５）野田秋雄（１９９９）『アメリカの鉄道政策』中央経済社、１３０～１３１頁。

１６）高橋団吉（２０１２）『新幹線をつくった男―伝説のエンジニア・島秀雄物語―』PHP研究所、４

～５頁。

１７）小菅、前掲書、１８頁。
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＜執筆者紹介＞

釧路公立大学 経済学部 教授。

２０００年 北海道大学大学院経済学研究科博士課程修了。博士（経営学）。

同年 釧路公立大学 経済学部 専任講師。

２０１３年より現職。

専攻は経営管理論、経営戦略論。

主要著書『連邦型ネットワークの経営』多賀出版、『新 経営戦略論』学文社（分担執筆）。

１９７０年 札幌生まれ。

３才から両親の手ほどきで珠算を始める。

太平中学校１年のとき、全珠連検定試験十段位合格。

札幌開成高等学校２年のとき、第４５回全道珠算競技大会で「そろばん北海道一」を獲得。昭和６２

年度全日本通信珠算競技大会高等学校の部１位。

北海道大学２年のとき、第４４回国民珠算競技大会で「そろばん日本一決定戦」に進出。

同４年のとき、平成４年度全日本珠算選手権大会団体総合競技優勝。
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「食」と「観光」に取り組む北海道にとって、食品の輸出先として、中国大陸や東南アジアへの窓口

として変わらぬ魅力を持つ香港について、当行と香港の関係を含め、ご説明します。

１．北海道日本香港協会について

北海道日本香港協会は、北海道と香港の文化・経済交流の促進を目的として、２００５年１２月１日に

設立され、来年１０周年を迎えます。初代会長には、当行の高向頭取（当時）が就任し、代々当行役

員が会長を務めているほか、国際部が事務局を担っております。

日本全国に１０香港協会があり、日本香港協会全国連合会を組織しています。（組織図ご参照）

北海道日本香港協会では、毎年香港に関係するビジネスセミナーを開催、後援しているほか、

さっぽろ雪まつりの時期に合わせて、「香港のつどい」という会員と香港との親睦交流会を行って

います。協会の会員数は、法人会員１７社、個人会員５１名、家族会員８名となっています。（２０１４年１０

月末現在）

２．香港貿易発展局（HKTDC）との提携について

協会の事務局を務める関係から、当行は全国連合会の運営を行っている香港貿易発展局との間

で、２００９年１１月に相互協力に関する協定書を締結しました。北海道と香港の貿易やビジネスの促進

に協力するとともに、情報の相互共有や現地訪問時の協力を行うことにしています。

香港貿易発展局は、香港特別行政区政府により１９６６年に設立され、香港の対外貿易・経済交流の

促進を担当しています。年間３０以上の国際展示会の開催、香港への産業視察団の受入や派遣、ビジ

ネスセミナーの実施といった活動を行っています。当行では、同局と協力して、２０１３年６月に北海

道では初めてとなる香港金融セミナーを開催しました。

また、今年は８月１４日の香港FOOD EXPOに合わせて札幌市の上田市長が香港を訪問し、札幌市

と香港貿易発展局が協力の覚書（MOU）を締結しています。

３．香港と北海道の関係

� 食品輸出

香港は、日本の農林水産物・食品の輸出先としてトップシェアを占めています。２０１３年の速報値

によれば、香港への食品輸出は１，２５０億円（シェア２２．７％）と２位のアメリカを抑えトップを維持

しています。

北海道からの輸出品目でみると、ナマコを中心に北海道の海産物は現地で非常に人気がありま

す。現在、楽天やYAHOOがネット販売で海産物の宅配を行っており、非常に好調なようです。ま

た、香港では「おむすび」がブームになっており、日本の米も消費拡大が期待されています。

アジアニュース

北海道と香港 ～ 魅力と可能性 ～
北洋銀行 国際部 副部長
（北海道日本香港協会 事務局長）

矢嶋 洋一
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国・地域名 輸出額 主要品目
香港 １１４億円 ナマコ（９６億円）
中国 １１２億円 ホタテ（４８億円） 鮭（３０億円）
ベトナム ２７億円 ホタテ（２億円）
アメリカ ２４億円 ホタテ（２０億円） 長芋（４億円）
タイ １７億円 鮭（１３億円） イカ（１億円）

国・地域名 輸出額 シェア
香港 １，２５０億円 ２２．７％
アメリカ ８１９億円 １４．９％
台湾 ７３５億円 １３．４％
中国 ５０８億円 ９．２％
韓国 ３７３億円 ６．８％

農林水産物・食品の輸出総額
（２０１３年速報値）：５，５０６億円

北海道からの食料品輸出
（２０１２年）：３５９億円

（出典：農林水産省「農林水産物・食品の輸出の推移」） （出典：北海道経済産業局「目で見る北海道貿易２０１３」）

お問い合わせ先
北海道日本香港協会 事務局（北洋銀行 国際部内）
TEL：０１１‐２６１‐４２８８

� 観光客誘致

香港からは、キャセイパシフィック航空が毎日就航しており、東日本大震災以降減少していた観

光客も２０１３年度には１０万人台に回復しています。

北海道への香港観光客向けには「海外おみやげ宅配便（HOP）」もスタートしました。観光客に

とっては、北海道のおいしい食品をお土産として自宅まで「冷凍・冷蔵」の状態で航空輸送される

ので、帰りの荷物が少なくて済みますし、取扱店舗にとっては持ち帰りの制約がなくなることで、

客単価の引き上げが期待できます。例えば、航空機で重量超過手荷物として１５kgの荷物を香港まで

預けると１５，０００円かかりますが、HOPでの宅配では、縦横高さの合計が１２０cm以内の荷物であれ

ば、１１，０００円で取り扱いが可能です。本サービスに加え、この１０月から免税範囲が、食品や化粧品

などにも拡大され、香港観光客向けの売り上げ増加が期待できます。

� 展示会の活用

香港では、さまざまな展示会が開催されており、香港のバイヤーのみならず、中国大陸や東南ア

ジアなど世界中からバイヤーが参加しているのが魅力です。例えば、岐阜県の陶器製造組合は国内

の売上減少に苦しんでいましたが、香港のハウスウェアフェアに参加したのをきっかけに初年度

オーストラリアの企業から引き合いがあり、展示規模を拡大しながら出展を続けるうちに多くの輸

出先を獲得できたといった事例もあります。

日本以外にも市場は広がっていますので、小規模からでも香港の展示会に参加してみてはいかが

でしょうか。香港協会では、さまざまなセミナーを通じて情報の提供を行って参ります。

� まとめ

香港は、北海道の強みである「食」の輸出先として、「観光客」の供給源として、非常に魅力の

ある地域です。進出するには、家賃が高いことなど問題点もありますが、貿易からチャレンジして

みる価値はあると思います。

北海道日本香港協会は、香港貿易発展局などを通じて、香港でビジネス展開を計画している皆さ

まのお手伝いをさせていただきます。香港協会では、随時会員を募集しておりますので、ご興味あ

ればお問い合わせください。
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組織図（北海道日本香港協会 関係機関一覧）

北洋銀行 ： 北海道日本香港協会 事務局

事務局として関与

香港ビジネス協会世界連盟
（略称：Federation）

・２０００年発足
・世界２７カ国３８協会が加盟
・メンバー約１１，０００名
・毎年香港で「香港フォー
ラム」を開催

北海道日本香港協会

・２００５年設立
・北洋銀行が事務局

加盟加盟

日本香港協会全国連合会
・２００８年発足
・日本の１０香港協会が加盟（設立順）

①NPO法人日本香港協会（東京）１９８８年設立
②関西日本香港協会 １９９０年設立
③中京日本香港協会 １９９０年設立
④九州日本香港協会 １９９１年設立
⑤山形日本香港協会 １９９９年設立
⑥北海道日本香港協会 ２００５年設立
⑦宮城日本香港協会 ２００６年設立
⑧沖縄日本香港協会 ２００８年設立
⑨広島日本香港協会 ２０１０年設立
⑩新潟日本香港協会 ２０１３年設立

・地区協会が主催するセミナーの支援。
会員向け広報誌「飛龍」の発行 ほか

２００９年
提携調印

香港貿易発展局東京事務所内に
日本香港協会全国連合会事務局
を設置。運営に関与

運営に関与

香港貿易発展局
１９６６年に香港貿易発展局条例に基づき設立。
香港の対外貿易・経済関係促進を目的に香港政府によって設立された準政府機関。
香港ビジネス協会世界連盟、日本香港協会全国連合会ほか運営に関与。
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１．広州の在留邦人数は増加傾向

平成２６年版の海外在留邦人数調査統計によると、中国に長期滞在する日本人の数は約１３万人と、約４１

万人の米国に続き、国別順位で、ここ数年間２位が定位置となっています。しかし、在留邦人数の推移

を見てみると前年より約１万５千人減少しています。中国国内の地域別では、在上海総領事館管轄地域

の在留邦人が約７万８千人から約６万４千人へと約１万４千人減少しており、この地域での減少が主な

要因となっています。深刻な大気汚染や日中関係の悪化などにより、日系企業進出の中心であった上海

で、中国離れが顕著に表れた結果となりました。

そのような中で、在広州総領事館管轄地域の在留邦人数は日中関係の悪化以降も毎年増加していま

す。現在、在留邦人数は約２万人となっており、平成２２年からの３年間で約１８％増加しました。日系企

業にとって広州を中心とする珠江デルタの存在感は徐々に高まってきています。

２．製造業の集積地として

珠江デルタで日本人が増加している最大の要因は、このエリアにトヨタ、ホンダ、日産の３大自動車

メーカーが進出し、日本国内と同じように大規模なサプライチェーンが形成されていることにありま

す。自動車関連産業は裾野が広いことから、関連産業の工場がメーカーの工場付近に集積することはも

ちろんのことですが、珠江デルタは自動車の製造拠点であると同時に大消費地でもあることから、商社

や広告代理店などの企業進出が多いことも特徴です。

中国国内の人件費上昇に伴い、電機メーカーに代表される輸出主体型の企業では、中国から東南アジ

アに生産拠点を移転する動きが強まっています。しかしながら、日系自動車メーカーが中国で製造する

製品は全て中国国内販売用であり、中国の自動車市場が拡大するにつれ、広州の日系企業は今後も増え

ていくものと思われます。

３．中国国内販売の拠点として

広州は、日系３大自動車メーカーが進出し、中国の他地域に比べ日系自動車のシェアが高いことが特

徴です。また日系企業の就業者も多いことから、日本に対するイメージは比較的良いものと捉えられて

います。

また、広州は直通列車が運行される香港との関係が密接であることが特徴です。香港はご存知の通り

世界各地からモノや情報が集まります。香港と陸続きの広州は、中国大陸の中で最も外国の流行に敏感

な土地かもしれません。

日系企業の進出が多く親日的で、香港に接近している広州は、日系企業が中国国内向けにビジネスを

行う上での製造・販売拠点として有望です。

中国国内向けのビジネスを検討されている方は、広州を販売拠点として考えてみてはいかがでしょう

か。

アジアニュース

広州を中国ビジネスの拠点に
北洋銀行 国際部 調査役
三菱東京UFJ銀行（中国）・広州支店派遣

湯本 武史
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４５５ ９８～２１８ ２６８ ２３９ １８１～２８４

牛乳 １リットル 現地産 ２４１～５１４
４１

（２４３ml）
１３４

２７３
（８３０ml）

１４４～２５２

じゃがいも ０．５kg 現地産 １０３～２３２ ２１～１２３ ２０１
９４

（アメリカ産）
３５

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １５８ １６７
２９５

（１個）
８５

（１個）
１５１

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １４７ ２４８ １５４ ２１３ １１０

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １０３ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９８ １６１ ３０８ ２２６

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８５ １１６ ２５２ １３６ ４３３

ミネラルウォーター ５５０ml ２５ ２５ ２３ １３２ ３９～９４

コーラ ３３０ml コカコーラ ３５ ４２ ４７ ８５ １０２

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３０３ ２９５ ６７２ ４０２ －

タクシー初乗り ２５０ １７８ １１７ ２９０ ３９４～５２６

ガソリン １リットル レギュラー １３４ １１９ １４１ ２０５ ９９

トイレットペーパー １０巻 日本製
２３４

（現地製４巻）
４９１

４７０
（現地製）

５５６
３３１

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１６

（現地製）
８４

（現地製）
３１９ ２７１ １５７

洗濯洗剤 １kg 日本製
２４８

（現地製）
２１２

（現地製）
４０３ ２３４ ７３６

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １７８ ２６８ ２６８ ３４２ ５２６

電気料金 １kwh 住居用 １１ ８ ５０ ２３ ９

水道料金 １� 住居用 ３４ ５５ ３３ １００ ８４

新聞 １部 一般紙 １７ １７ １６ ７７ ７３

バス 市内均一区間 ３５ １７～３５ ２６ ８５～１７９ ３９

地下鉄 初乗り ５３ － ７３ ９４～２０５ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８３，８２１ ７６，８６６ ７９，４６４ ８４，５５３ ６５，７２３

基本料金／月 ８２２ １，０３７ ２，６８８ ４，６３９ ３，９４５

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ３

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９８３～２，５０３１，０７２～１，４３０６７２～１，５１２ ９８４ ５７８～１，１８３

現地価格調査（２０１４年１１月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年１０月３１日仲値
１中国元＝１７．８８円 １タイバーツ＝３．３６円 １シンガポールドル＝８５．５８円 １ロシアルーブル＝２．６３円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０３２　　　　　アジアニュース（現地価）  2014.11.18 17.20.44  Page 32 



― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金

発行年月日 種類 金額 年限

事業内容

１

向野商事株式会社 様 札幌市 藤野 芳一氏 ４，９５０万円

平成２６年１０月２２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和８年創業の機械工具及びゴム製品等販売業者。ベアリング・チェーン製品・パッキン・ポンプ製品
等の販売のほか、機械等の修理加工も行い、道内５か所の営業所網でお客様のニーズに応えている。平
成２３年に「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録し、エコ企業としての認証を受けている。

２

エムズ・インダストリー株式会社 様 石狩市 美田 法賢氏 ２千万円

平成２６年１０月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

平成１２年設立の建築工事業者。鉄筋コンクリート住宅のプロフェッショナルとして、創造的で卓越した
技術力活動サービスを提供。高断熱・高気密・長寿命の省エネルギー住宅を建築するなど、環境保全に
も積極的に取り組んでおり、平成２６年に「北海道グリーン・ビズ認証制度」に登録。

３

環境サービス株式会社 様 砂川市 中谷 数正氏 １，６１０万円

平成２６年１０月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ４千万円 ５年

昭和５７年設立の産業廃棄物収集・運搬及び処理業者。「自然できれいな環境を未来のこどもたちへ」を
モットーに、収集運搬過程において有価物を収集し、資源の有効利用を図る。廃棄物のリサイクル及び
環境マネジメントシステムの活用により、平成１８年に「エコリアクション２１」に認証・登録。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。

私募債発行企業のご紹介

１０月の私募債発行企業

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０３３　　　　　私募債発行企業のご紹介  2014.11.18 17.20.55  Page 33 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．９ △２．８ ９８．７ △１．４

２５年７～９月 １０１．１ ０．７ ９７．８ １．８ １０１．２ １．１ ９６．６ １．２ １０６．５ △０．４ １０７．５ △０．１
１０～１２月 １０１．９ ０．８ ９９．６ １．８ １０２．５ １．３ ９９．１ ２．６ １０７．５ ０．９ １０５．５ △１．９

２６年１～３月 １０１．９ ０．０ １０２．５ ２．９ １０２．６ ０．１ １０３．７ ４．６ １０２．７ △４．５ １０５．７ ０．２
４～６月 ９７．０ △４．８ ９８．６ △３．８ ９４．０ △８．４ ９６．７ △６．８ １０２．５ △０．２ １１０．６ ４．６
７～９月 p９７．７ ０．７ ９６．７ △１．９ p９５．６ １．７ ９５．９ △０．８ p１０３．９ １．４ １１１．８ １．１

２５年 ９月 １０１．６ ０．９ ９８．６ １．５ １０１．９ １．４ ９７．７ １．７ １０６．５ ０．０ １０７．５ △０．１
１０月 １０１．４ △０．２ ９９．２ ０．６ １００．９ △１．０ ９９．０ １．３ １０８．１ １．５ １０７．２ △０．３
１１月 １０１．８ ０．４ ９９．５ ０．３ １０３．０ ２．１ ９９．１ ０．１ １０７．４ △０．６ １０５．７ △１．４
１２月 １０２．５ ０．７ １００．０ ０．５ １０３．６ ０．６ ９９．３ ０．２ １０７．５ ０．１ １０５．５ △０．２

２６年 １月 １０３．２ ０．７ １０３．９ ３．９ １０４．３ ０．７ １０４．４ ５．１ １０６．１ △１．３ １０５．１ △０．４
２月 １００．３ △２．８ １０１．５ △２．３ １０１．８ △２．４ １０３．４ △１．０ １０６．０ △０．１ １０４．２ △０．９
３月 １０２．２ １．９ １０２．２ ０．７ １０１．８ ０．０ １０３．２ △０．２ １０２．７ △３．１ １０５．７ １．４
４月 ９６．１ △６．０ ９９．３ △２．８ ９２．６ △９．０ ９８．０ △５．０ １０３．５ ０．８ １０５．２ △０．５
５月 ９８．７ ２．７ １００．０ ０．７ ９６．０ ３．７ ９７．０ △１．０ １０３．６ ０．１ １０８．４ ３．０
６月 ９６．２ △２．５ ９６．６ △３．４ ９３．３ △２．８ ９５．２ △１．９ １０２．５ △１．１ １１０．６ ２．０
７月 ９８．４ ２．３ ９７．０ ０．４ ９５．９ ２．８ ９５．９ ０．７ １０２．６ ０．１ １１１．６ ０．９
８月 r ９６．４ △２．０ ９５．２ △１．９ r ９３．５ △２．５ ９３．９ △２．１ １０４．７ ２．０ １１２．６ ０．９
９月 p９８．４ ２．１ ９８．０ ２．９ p９７．４ ４．２ ９８．０ ４．４ p１０３．９ △０．８ １１１．８ △０．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２ △０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３２ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９２４ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８

２５年７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 ２６２，６４３ １．３ ５４，２７３ １．０ ６０，８７５ ０．８ １９，２３５ １．０ ２０１，７６８ １．４ ３５，０３９ １．０

２６年１～３月 ２４７，８９９ ７．６ ５１，３６８ ６．９ ５８，０２１ １０．７ １８，１９３ １０．５ １８９，８７８ ６．７ ３３，１７５ ５．０
４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９１８△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１２５ △５．４ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９２ △１．１
７～９月 p２３６，３１５ １．６ ４８，７５１ １．５ p ４９，２０９ △１．１ １５，６２９ ０．８ p１８７，１０６ ２．３ ３３，１２２ １．９

２５年 ９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 ７９，５８５ ２．０ １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ ６，１０８ ２．１ ６１，２４２ １．９ １０，８５５ ０．８
１２月 １０５，１６８ １．１ ２１，３９９ ０．９ ２４，９７７ ０．９ ７，８２４ １．４ ８０，１９０ １．２ １３，５７５ ０．７

２６年 １月 ８０，９７０ １．９ １７，１１７ ０．７ １８，８３５ １．６ ６，０４９ ２．４ ６２，１３５ ２．０ １１，０６８ △０．２
２月 ７２，２４０ ４．２ １４，６９０ ２．４ １５，６７７ ５．２ ４，７８５ ２．５ ５６，５６４ ４．０ ９，９０５ ２．３
３月 ９４，６８８ １６．０ １９，５６２ １７．０ ２３，５０８ ２３．９ ７，３５９ ２５．０ ７１，１８０ １３．６ １２，２０２ １２．６
４月 ７２，８９４△５．７ １４，６７７ △６．１ １４，０５８ △１４．０ ４，６１１ △１０．５ ５８，８３６ △３．５ １０，０６６ △３．９
５月 ７７，３５６△０．４ １５，９２４ △０．５ １５，５６２ △４．９ ５，１１３ △２．６ ６１，７９４ ０．８ １０，８１１ ０．５
６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１７ △１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０２ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１５ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７４ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００５ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１６９ ０．７
８月 r ８０，８８１ ２．５ １６，２６３ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３８ １．８ r ６５，１１８ ３．０ １１，５２６ ３．２
９月 p ７４，６４５ １．２ １５，３１３ １．７ p １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ p ５８，８４４ ２．２ １０，４２７ １．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ △０．１ ９９．８ △０．８ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ １００．２３ １４，８２８

２５年７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．４ １．４ １００．３ ０．７ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．０ １．８ １００．７ １．１ １００．４５ １６，２９１

２６年１～３月 １２０，１８９ ３．６ ２４，１３７ ６．４ １０１．８ １．５ １００．６ １．３ １０２．７８ １４，８２８
４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ １０３．９２ １６，１７４

２５年 ９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．５ １００．５ ０．７ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．９ １．６ １００．７ ０．９ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ １．９ １００．７ １．２ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．０ １．８ １００．６ １．３ １０３．４６ １６，２９１

２６年 １月 ４０，１５３ ２．４ ７，９４６ ５．４ １０１．７ １．８ １００．４ １．３ １０３．９４ １４，９１５
２月 ３７，３５７ ２．９ ７，４６８ ６．２ １０１．６ １．２ １００．５ １．３ １０２．１３ １４，８４１
３月 ４２，６７９ ５．４ ８，７２３ ７．６ １０２．１ １．５ １００．８ １．３ １０２．２７ １４，８２８
４月 ３９，５８４ １．０ ８，１１３ ４．２ １０４．４ ３．７ １０３．０ ３．２ １０２．５６ １４，３０４
５月 ４３，９５９ ４．７ ８，７７９ ６．４ １０４．８ ４．１ １０３．４ ３．４ １０１．７９ １４，６３２
６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ １０２．０５ １５，１６２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ １０１．７２ １５，６２１
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ １０２．９６ １５，４２５
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ １０７．０９ １６，１７４

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０

２５年７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２６年１～３月 ６１，４６４ ２３．４ １８，２６４ ２６．７ ２０，２６３ １１．２ ２２，９３７ ３３．７ １，５９０，１１０ ２０．９
４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７

２５年 ９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

２６年 １月 １５，４１２ ３８．１ ４，６１７ ５０．５ ４，８３６ ２４．４ ５，９５９ ４１．７ ４３３，６１６ ３０．６
２月 １７，９２４ ２８．８ ５，１６９ ３１．３ ５，７１１ １６．４ ７，０４４ ３９．０ ４９０，５０９ １８．８
３月 ２８，１２８ １３．８ ８，４７８ １４．４ ９，７１６ ３．１ ９，９３４ ２６．０ ６６５，９８５ １６．７
４月 １３，３７０ △９．４ ３，３５５ △１３．３ ５，０５３ △１４．５ ４，９６２ △０．４ ２９２，８２５ △５．１
５月 １３，４８２ △２．８ ３，５１４ △６．９ ４，４８２ △９．６ ５，４８６ ６．６ ３０４，３７０ △１．３
６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.11.19 21.28.13  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ９７，０３０ １１．５

２５年７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７７ １３．５ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２６年１～３月 ５，００９ △７．９ ２，１６９ ３．４ １２１，５５０ １９．４ ２９，３０３ １６．８ ２７，００１ １６．４
４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ２４，７５１ ２．４

２５年 ９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

２６年 １月 １，２６６ △１０．０ ７７８ １２．３ １０，２３３ △１９．３ ７，７７６ ２８．８ ６，６０３ ２３．６
２月 １，３２２ △１１．６ ６９７ １．０ １３，１５８ △２５．９ ６，９５９ ３．７ ７，００４ １０．８
３月 ２，４２１ △４．５ ６９４ △２．９ ９８，１５９ ３７．５ １４，５６８ １８．１ １３，３９３ １６．１
４月 ３，２３６ △３．３ ７５３ △３．３ １６１，５４３ ５０．５ １７，５８３ １０．０ ８，１７１ １７．６
５月 ２，５５９ △１１．１ ６７８ △１５．０ １２５，１９６ ７．９ １３，１２６ ２１．１ ６，４１４ △１４．３
６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ １０，７１０ ７．３

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７９１ △３．８ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，７２２ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８
２５年度 １２，２７５ ４．７ ０．７４ ０．８７ ４．５ ３．９ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１

２５年７～９月 ３，８３０ ３．９ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９４５ ４．１ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２６年１～３月 ２，６４８ ５．３ ０．８１ １．００ ４．６ ３．７ ９２ △１６．４ ２，４６０ △１１．５
４～６月 ２，８３０ △０．８ ０．７７ ０．８９ ４．１ ３．７ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０
７～９月 ３，７９２ △０．８ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．６ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６

２５年 ９月 １，２１９ ４．２ ０．７７ ０．８８ ３．７ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１２ ３．８ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９０７ ４．８ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９２６ ３．６ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

２６年 １月 ８４５ ８．６ ０．７９ ０．９９ ↑ ３．７ ３２ １４．３ ８６４ △７．４
２月 ８２７ ０．４ ０．８２ １．０１ ４．６ ３．６ ２０ △４８．７ ７８２ △１４．６
３月 ９７６ ６．８ ０．８２ ０．９９ ↓ ３．８ ４０ △７．０ ８１４ △１２．３
４月 ７８６ ０．２ ０．７６ ０．９０ ↑ ３．９ ３２ ３．２ ９１４ １．６
５月 ９９１ ０．１ ０．７６ ０．８８ ４．１ ３．６ １９ △３８．７ ８３４ △２０．１
６月 １，０５３ △２．３ ０．７９ ０．９０ ↓ ３．７ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５
７月 １，１８０ △０．２ ０．８３ ０．９５ ↑ ３．８ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９
８月 １，３９６ △１．９ ０．８５ ０．９７ ３．４ ３．５ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２
９月 １，２１６ △０．１ ０．８８ １．００ ↓ ３．５ ２１ △４．５ ８２７ ０．８

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■「r」は修正値。 ■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，４６７ ７．２ ６３９，４００ △２．１ １，６９８，５３０ ３．８ ７２０，９７８ ３．４
２５年度 ４７１，９０６ １７．５ ７０８，５７４ １０．８ １，９１４，８０３ １２．７ ８４６，１２９ １７．４

２５年７～９月 １１２，８５７ ２３．２ １７７，１１６ １２．７ ４４３，８５８ １６．２ ２０６，５８７ １７．５
１０～１２月 １２１，７７９ １７．２ １８１，１１０ １７．４ ５０８，８９２ １７．５ ２１８，１９６ ２４．１

２６年１～３月 １２６，４４８ １５．０ １７４，３５３ ６．６ ５２７，４４６ ３．３ ２２４，８５８ １７．６
４～６月 １０９，１１９ △１．５ １７６，１５４ ０．１ ３０１，６４６ △３０．６ ２０１，６９６ ２．７
７～９月 p１１５，７０６ ２．５ １８２，８０８ ３．２ p３２３，１１８ △２７．２ p２１１，５９０ ２．４

２５年 ９月 ３９，７９９ ５２．３ ５９，７１０ １１．４ １４５，１１３ １３．８ ６９，１４２ １６．７
１０月 ４０，３０６ １．０ ６１，０３０ １８．６ １７０，７８０ １４．５ ７２，０３４ ２６．３
１１月 ３６，８５８ １５．９ ５８，９８８ １８．４ １６３，７８６ ２１．２ ７１，９９９ ２１．２
１２月 ４４，６１５ ３８．６ ６１，０９２ １５．３ １７４，３２６ １７．２ ７４，１６３ ２４．８

２６年 １月 ３３，１９３ △１．０ ５２，５２４ ９．５ ２０４，８２８ １１．４ ８０，４７４ ２５．１
２月 ４１，３４１ ４１．４ ５７，９９３ ９．８ １５４，８５９ △４．４ ６６，０４１ ９．０
３月 ５１，９１４ ９．９ ６３，８３６ １．８ １６７，７５９ １．８ ７８，３４３ １８．２
４月 ４４，７５８ １５．０ ６０，６７５ ５．１ １１６，３８１ △３０．３ ６８，８２４ ３．４
５月 ３１，４０３ △７．３ ５６，０７４ △２．７ ９１，４７２ △４０．０ ６５，１８２ △３．５
６月 ３２，９５８ △１３．３ ５９，４０５ △１．９ ９３，７９３ △１８．５ ６７，６９０ ８．５
７月 ３７，６０１ ２．７ ６１，９２０ ３．９ r １０３，５７０ △２１．９ ７１，５６９ ２．４
８月 r ３４，９６６ △４．１ ５７，０６３ △１．３ r １０５，５６２ △３６．４ r ６６，５９０ △１．４
９月 p ４３，１３９ ８．４ ６３，８２５ ６．９ p１１３，９８６ △２１．４ p ７３，４３１ ６．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
２５年度 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５

２５年７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年１～３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４～６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７～９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７

２５年 ９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２６年 １月 １４１，９８８ ２．２ ６，３５４，４５９ ４．２ ９２，５４８ １．２ ４，３１０，９７７ ２．８
２月 １４２，２８６ ２．１ ６，３６０，４９１ ３．８ ９２，６０９ ０．９ ４，３１３，９４８ ２．６
３月 １４５，７５３ １．２ ６，５０８，８６９ ３．３ ９５，００５ １．７ ４，３７３，６１９ ２．５
４月 １４４，６１５ ２．０ ６，４８７，８３２ ３．１ ９３，１２６ １．０ ４，３３０，４０２ ２．６
５月 １４４，９６４ ２．４ ６，４７５，２９７ ２．５ ９３，０５１ ２．１ ４，３３４，２６４ ２．６
６月 １４５，９４２ ２．１ ６，５０８，６２０ ２．７ ９２，５４９ １．７ ４，３５５，４９１ ２．７
７月 １４４，４９７ ２．２ ６，４２４，２９９ ２．３ ９２，６７１ ２．０ ４，３４４，４５０ ２．５
８月 １４５，５３１ １．８ ６，４４０，７１１ ２．６ ９３，００５ ２．０ ４，３５３，７５７ ２．６
９月 １４４，１０３ １．０ ６，５１０，０３５ ２．６ ９３，１０１ △０．１ ４，４０７，６０３ ２．７

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年１２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２２１／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.11.18 17.22.36  Page 37 



調査レポート 20062014

12
221

●道内経済の動き 

●雇用と賃金の現状について 

●アリストテレスが事業を定義したら 

●北海道と香港～魅力と可能性～ 

●広州を中国ビジネスの拠点に 
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